
農業水利施設電気料金高騰対策事業交付金交付要綱 

 

令和５年 10 月 11 日農地第２７２号 

最終改正 令和６年１月 16 日農地第４３８号 

 

第１ 原油価格高騰や円安等の影響により電気料金が高騰していることに伴い農業水利施

設の維持管理費用が例年に比べ大きく増加している。 

   加えて、米価低迷が続く中、肥料や燃料・資機材等の高騰により農作物の生産コスト

は増大しており、農業経営は厳しい状況にある。 

   このような中、農業者の負担軽減に資するとともに農業水利施設の適切な維持管理

の確保を目的として、農業水利施設管理者に対して電気料金高騰対策として農業水利

施設電気料金高騰対策事業（以下「本事業」という。）による交付金（以下「交付金」

という。）を交付するものである。 

なお、交付金の交付にあたっては、補助金等交付規則（昭和 32年島根県規則第 32 号

以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。 

 

（交付金交付対象者） 

第２ 交付金の交付対象者は、第３の交付金交付対象施設の管理者とする。 

 

（交付金交付対象施設） 

第３ 本事業の対象施設は、次の（１）から（３）をすべて満たすものとする。 

(１) 高圧、農事用電力Ａ（低圧）、低圧電力及び別途知事が認める契約種別のいずれ

かの電力を使用する農業水利施設（以下「水利施設」という。）であり、水利施設

とは別表１に掲げる施設とする。 

（２）水利施設の管理者が公共機関を除く民間事業者（土地改良区、水利組合等）であ

ること。 

（３）第５により算定した電気料金高騰分計（以下「電気料金高騰分計」という。）に

ついて、その全額を国、県、市町村等の補助金により充当されていないものである

こと。 

 

（事業の内容及び交付金額） 

第４ 本事業の交付金額は電気料金高騰分計の１／２以内とし、千円未満は切り捨てる。 

 ２ 国、県、市町村等の補助金を水利施設の電気料金高騰分計の一部に充当している場合

は、その充当している金額を電気料金高騰分計から差し引いた金額の１／２を交付対

象とする。 

 ３ 本事業による交付金は、令和５年度に限り交付するものとする。 



    

（電気料金高騰分計の算定） 

第５ 算定の対象は、令和５年４月から令和６年３月までとする。 

 ２ 算定は次の計算式による。 

電気料金高騰分計＝基本料金高騰分＋電力量料金高騰分＋燃料費調整額高騰分 

各高騰分の計算は（別添）「申請額の計算」による。 

   

（交付金交付申請） 

第６ 交付金の交付を受けようとするものは、様式第１号の交付金交付申請書に必要な書

類を添付して知事に提出する。 

 ２ 申請受付期日は次による。 

（１）申請受付期日を令和６年３月 15日とする。 

（２）分割申請を認める。 

 

（交付の決定及び確定） 

第７ 知事は、第６により提出があった交付金交付申請書について、適当と認められる場合

は、交付の決定及び額を確定し、様式第２号により申請者へ通知する。 

 

（証拠書類等の保存期間） 

第８ 申請者は、申請の根拠となる関係書類を令和 11年３月末日まで保存しなければなら

ない。 

   

（その他） 

第９ この要綱に定めるもののほか、必要な事項は知事が別に定める。 

 

 附 則 

この要綱は、公布の日から施行する。 

この要綱は、令和６年１月 16日から施行する。 

 

別表１ 

第３（１）における 

水利施設 

揚水施設、排水施設、ダム、頭首工、取水ゲート、排水ゲート、

ため池、加圧機場、その他知事が認めるもの。 

 



様式第１号

〒    -

申請者住所  

申請者名
（法人は法人名・代
表者肩書・氏名）

担当者氏名
電話番号℡
（携帯電話）

Eメール（任意）

申請金額
（請求金額） 円 １．２．と確認

記 提出有無
１．  複数施設集計表 ※複数施設は作成
２−１．交付金申請額計算表（令和５年４月〜令和５年９月使用分）
２−２．交付金申請額計算表（令和５年１０月〜令和６年２月使用分）
３．  電気料金請求書（写）
４．  位置図
５．  施設写真
６．  口座振替申出書 ※代表者など変更があれば提出
７．  預金通帳（写） ※代表者など変更があれば提出
８．  高圧の電気工作物に関する年次点検結果（写）（高圧の場合は添付）
９．  農事用電力以外の契約の証明

注１）２・３・４・５は提出必須。１・６・７・８・９は内容により提出。
注２）施設が複数ある場合、２は施設毎に作成すること。

 

農業水利施設電気料金高騰対策事業
交 付 金 交 付 申 請 書

令和  年  月  日 

  島根県知事 丸山 達也 様

 
 

 

 
 

 交付金の交付を受けたいので、農業水利施設電気料金高騰対策事業交付金交付要綱第６の規定に
より、下記資料を添えて申請及び請求します。

注３）対象とする「使用電力量」は、令和５年４月から令和６年２月までとする。
  ※請求書発行は翌月となるので、上記に対応した電気料金請求書は５月から３月までに
   発行されたもの。
注４）当該施設が農業用以外の用途と混同する場合は、農業用目的分のみ申請できるものとし、
  その振り分け根拠を送付すること。



１．複数施設集計表
申請者名

注２）行が不足する場合は、適宜行複写またはページ複写。
番号 施設名 契約種別 （Ｂ）（Ｃ）（Ｄ）他補助金等（円） （Ｅ）交付申請額（円）
1
2
3
4
5
6
7
計

注１）複数施設の場合は２．交付金申請額計算表より転記。任意様式可。



入力セル

２−１．交付金申請額計算表（令和5年4月〜令和5年9月使用分） 申請者名

１）施設別入力シート
  契約電力 kw 力率 ％

施設名 施設所在地
契約
種別

電気料金種別 4月 5月 6月 7月 8月 9月 計

R５使用電力量(kwh）

基本料金高騰分（円）

電力量料金高騰分（円）

燃料費調整額高騰分（円）

Ａ：電気料金高騰分計（円）

２）施設別の交付額の計算

※千円未満切り捨て

（A）電気料金高騰分計（円） （B）国営造成施設管理事業補助金（円） （C）国省エネ交付金（円） （D）その他補助金（円） （Ｅ）交付申請額（円）

  施設別の交付申請額＝（電気料金高騰分計−他補助金）×１／２

〇記入例：４月欄には５月発行の電気料金請求書より電力量を転記。
〇契約期間中は電力量を入力すること。使用なしは０を入力。
〇契約期間外は空白のままとする。

備考

他補助金（該当者のみ記入）



入力セル

２−２．交付金申請額計算表（令和5年10月〜令和6年2月使用分） 申請者名

１）施設別入力シート
  契約電力 kw 力率 ％

施設名 施設所在地
契約
種別

電気料金種別 10月 11月 12月 1月 2月 計 備考

R５使用電力量(kwh）

基本料金高騰分（円）

電力量料金高騰分（円）

燃料費調整額高騰分（円）

Ａ：電気料金高騰分計（円）

２）施設別の交付額の計算

※千円未満切り捨て

〇記入例：10月欄には11月発行の電気料金請求書より電力量を転記。
〇契約期間中は電力量を入力すること。使用なしは０を入力。
〇契約期間外は空白のままとする。

（Ｅ）交付申請額（円）

  施設別の交付申請額＝（電気料金高騰分計−他補助金）×１／２

（A）電気料金高騰分計（円） （B）国営造成施設管理事業補助金（円） （D）その他補助金（円）（C）国省エネ交付金（円）

他補助金（該当者のみ記入）



申請額の計算

１．基本料金高騰分（高圧、農事用電力Ａ（低圧）（〜Ｒ５．５）、低圧電力（〜Ｒ５．５）は①、それ以外は②）

①基本料金高騰分＝契約電力（kw）×（１−（力率（％）−８５)／１００）×（Ｒ５単価−Ｒ３単価（円/kwh））

②基本料金高騰分＝契約電力（kw）×（Ｒ５単価−Ｒ３単価（円/kw））

２．電力量料金高騰分

電力量料金高騰分＝（Ｒ５単価−Ｒ３単価（円／kwh））×使用電力量（kwh）

３．燃料費調整額高騰分

燃料費調整額高騰分＝（Ｒ５単価ーＲ３単価（円／kwh））×使用電力量（kwh）

４．電気料金高騰分計

（Ａ）電気料金高騰分計＝基本料金高騰分＋電力量料金高騰分＋燃料費調整額高騰分

５．交付申請額

（Ｅ）交付申請額＝（（Ａ）電気料金高騰分計−他補助金）×１／２

  契約種別の選択

高圧
農事用電力Ａ（低圧） ※左記に記載の契約種別以外の場合は、別途協議すること。
低圧電力
ビジネス動力

契約種別



1３．電気料金請求書（写） 1

施設名１

適宜、様式を複写してください。

若しくは別途添付してください。

月別請求書を貼り付けてください。

複数施設あれば、それぞれでまとめてください。



1４．位置図 1

施設名１

手書き、既存の地図の貼り付けも可。

簡単な位置図を作成してください。

目印となる建物などを表示してください。

貼り付けでも別途添付でも可。



1５．施設写真 1

施設名１

施設名２

（建物内のポンプなど、どの様な施設か分かるようなもの）

施設アップ写真添付

施設アップ写真添付

（建物内のポンプなど、どの様な施設か分かるようなもの）

※複数あれば複写して作成してください。



6





1 ７．預金通帳（写） 1

申請者名

預金通帳のカナ口座名義が記載されたペー
ジの写しを貼り付けてください。
若しくは別途添付してください。



1 ８．高圧の電気工作物に関する年次点検結果（写） 1

若しくは別途添付してください。

施設名 １

高圧受電の場合は、保安設備の法定点検時
の報告書の写しを添付してください。

複数枚添付する必要はありません。
例）自家用電気工作物年次点検試験報告書

※点検者名が記載されたページを抜粋し添
付してください。



1９．農事用電力以外の契約の証明 1

 契約種別が農事用電力以外の場合は、対象施
設が農業水利施設であることの証明となる図面
（受益図面）等を提出してください。
 併せて、その図面位置の全景写真を貼り付け
もしくは別途添付してください。

施設名 １



（様式第２号） 
 
指令農地第  号 
                             

       
       
 

様  
 

 
令和 年 月 日付けで申請のあった農業水利施設電気料金高騰対策事業交付金については、

下記のとおり交付決定並びに確定します。 
 
令和  年  月  日 
 

島根県知事 丸山 達也 
 

 
記 

 
１．交付金額      金              円 

 
   ２．交付条件 
      申請者は、申請の根拠となる関係書類を令和 11 年３月末日まで保存しなければな

らない。 

 
 
 
                          
                        


